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連結注記表 

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

 (1) 連結の範囲に関する事項 

  ① 連結子会社の状況 

・連結子会社の数 26社 

・主要な連結子会社の名称 ゼオン化成株式会社 

東京材料株式会社 

株式会社トウペ 

ゼオン・ケミカルズ社 

ゼオン・ケミカルズ・ヨーロッパ社 

  株式会社トウペは、当連結会計年度中に当社が同社株式を取

得したことにより、連結子会社となりました。なお、みなし取

得日を当連結会計年度末としているため、当連結会計年度は貸

借対照表のみ連結しております。 

  ② 非連結子会社の状況 

・主要な非連結子会社の名称 東材（上海）国際貿易有限公司 

・連結の範囲から除いた理由 非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売

上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に

見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼし

ていないため連結の範囲から除いております。 

 (2) 持分法の適用に関する事項 

  ① 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況 

 該当事項はありません。  

  ② 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況 

・主要な会社等の名称 東材（上海）国際貿易有限公司 

岡山ブタジエン株式会社 

・持分法を適用しない理由 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は、当期

純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）

等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす

影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持

分法の適用範囲から除いております。 
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 (3) 連結子会社の事業年度等に関する事項 

   連結子会社の事業年度の末日が連結決算日と異なる会社は次のとおりであります。 

   ・ゼオン・ケミカルズ社 12月31日 ＊１ 

   ・ゼオン・ケミカルズ・ヨーロッパ社 12月31日 ＊１ 

   ・ゼオン・ヨーロッパ社 12月31日 ＊１ 

   ・ゼオン・ケミカルズ・リミテッド・パートナーシップ 12月31日 ＊１ 

   ・ゼオン・ケミカルズ・タイランド社 12月31日 ＊１ 

   ・ゼオンアジア社 12月31日 ＊１ 

   ・ゼオン・GP・LLC社 12月31日 ＊１ 

   ・済新株式会社 12月31日 ＊１ 

   ・ゼオン・ドゥ・ブラジル社 12月31日 ＊１ 

   ・瑞翁貿易（上海）有限公司 12月31日 ＊１ 

   ・瑞翁化工（広州）有限公司 12月31日 ＊１ 

   ・トウキョウザイリョウ・タイランド社 12月31日 ＊１ 

   ・テレン社 12月31日 ＊１ 

      ・瑞翁化工（上海）有限公司 12月31日 ＊ １ 

   ・ゼオン・ケミカルズ・シンガポール社 12月31日 * １ 

＊１：連結子会社の事業年度の末日現在の財務諸表を使用しております。ただし、連結決算
日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 

 

 (4) 会計処理基準に関する事項 

  ① 重要な資産の評価基準及び評価方法 

   イ．有価証券 

     その他有価証券 

・時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は主として移動平均法により算

定） 

・時価のないもの 移動平均法による原価法 

   ロ．デリバティブ 

     時価法 

   ハ．たな卸資産 

 当社及び国内連結子会社は、主として総平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用し、在外連結子会社は、主として移動平均

法に基づく低価法により評価しております。 

  ② 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

   イ．有形固定資産（リース資産を除く） 

     主として定率法を採用しております。 

   ロ．無形固定資産 

     定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（主として５年）に

基づく定額法を採用しております。 
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   ハ．リース資産 

    所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31

日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ます。 

  ③ 重要な引当金の計上基準 

   イ．貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。 

   ロ．賞与引当金 

     従業員の賞与の支給に備えるため、主として支給見込額により設定しております。 

   ハ．退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。 

 なお、一部国内連結子会社の退職給付債務については、退職給付に係る自己都合要支給額又

は年金財政計算上の責任準備金の額を用いております。 

 過去勤務債務（当社及び在外連結子会社によるもの）については、一定の年数（９～13年）

で償却しております。 

 数理計算上の差異は、主としてその発生時の従業員の平均残存勤務期間及び当該期間以内の

一定の年数（９～13年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から

費用処理することとしております。 

   ニ．その他の引当金 

    ・修繕引当金 

 製造設備の定期修繕に要する支出に備えるため、発生費用見込額を期間に応じて配分し、当

連結会計年度に対応する額を計上しております。 

    ・役員退職慰労引当金 

 国内連結子会社の一部は役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額

を引当計上しております。 

・環境対策引当金 

 将来の環境対策に要する支出（ポリ塩化ビフェニル廃棄物の処理費用等）のうち、当連結会

計年度末において発生していると認められる金額を計上しております。 

 

  ④ 重要な外貨建資産又は負債の換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、在外子会社等の決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、為替換算差額は純

資産の部における為替換算調整勘定及び少数株主持分に含めております。 
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  ⑤ 重要なヘッジ会計の方法 

   イ．ヘッジ会計の方法 

 原則として繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約取引については、振当処理

の要件を満たしている場合は振当処理を採用しております。また、金利スワップ取引について

は、特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しております。 

   ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 

     ヘッジ手段 

      為替予約取引及び金利スワップ取引 

     ヘッジ対象 

      為替予約取引   外貨建売掛金、外貨建買掛金及び外貨建予定取引 

      金利スワップ取引 借入金 

   ハ．ヘッジ方針 

 当社グループは、原則として為替変動リスク及び金利変動リスクを回避軽減する目的でデリ

バティブ取引を利用しております。そのうち予定取引については、実需原則に基づき為替予約

取引を行うものとしております。また、取引の契約先は信用度の高い金融機関に限定しており

ます。 

   ニ．ヘッジ有効性評価の方法 

 為替予約取引については、実需の範囲内で行っているため、また、金利スワップ取引につい

ては、特例処理であるため有効性の評価を省略しております。 

  ⑥ のれんの償却方法及び償却期間 

個別案件ごとに判断し、15年以内のその効果の及ぶ期間にわたって定額法により償却を行って

おります。但し、金額に重要性が無い場合は発生時に一括償却しております。 

  ⑦ 消費税等の会計処理 

    税抜方式を採用しております。 

  ⑧ 会計上の見積りの変更と区分することが困難な会計方針の変更 

当社及び国内連結子会社の一部は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年４

月１日以後に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更し

ております。 

これにより、従来の方法に比べて、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当

期純利益はそれぞれ743百万円増加しております 
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２．連結貸借対照表に関する注記 

 (1) 担保に供している資産及び担保に係る債務 

担保に供している資産の額 百万円

 現金及び預金（定期預金） 60

 建物及び構築物 748

 機械装置及び運搬具 559

 土地 3,512

 投資有価証券 1,003

  計 5,882

 

担保資産に対応する債務 百万円

 支払手形及び買掛金 2,728

 長期借入金（※１） 1,692

 その他（※２） 6,907

  計 11,327
 

  （※１）１年以内の返済分を含んでおります。   
（※２）水島エコワークス㈱の銀行取引に係る債務であります。 

 
 

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 263,417百万円

 (3) 圧縮記帳 

 有形固定資産及び無形固定資産の取得価額から国庫補助金による圧縮記帳累計額2,350百万円を

控除しております。 

 (4) 偶発債務 

   保証債務 

    連結会社以外の会社及び従業員の金融機関等からの借入金等に対する債務保証 

 百万円

㈱ＴＦＣ 1,100

従業員 173

その他２社 95

  計 1,368
 

(5) 受取手形割引高 1,266百万円

(6) 受取手形裏書譲渡高 2百万円

(7) 年金負債調整額 

 米国会計基準が適用される在外連結子会社が、米国財務会計基準ASC715「報酬－退職給付」に従

って年金負債を追加計上したことに伴う純資産の調整額であります。 

 

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記 

 (1) 当連結会計年度の末日における発行済株式の総数に関する事項 

普通株式 242,075,556株

 (2) 剰余金の配当に関する事項 

  ① 配当金支払額等 

   イ．平成24年６月28日開催の第87回定時株主総会決議による配当に関する事項 

・配当金の総額 1,387百万円 

・１株当たり配当額 ６円 
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・基準日 平成24年３月31日 

・効力発生日 平成24年６月29日 

 

   ロ．平成24年11月７日開催の取締役会決議による配当に関する事項 

・配当金の総額 1,387百万円 

・１株当たり配当額 ６円 

・基準日 平成24年９月30日 

・効力発生日 平成24年12月５日 

  ② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの 

        平成25年６月27日開催の第88回定時株主総会において次のとおり付議いたします。 

・配当金の総額 1,387百万円 

・配当の原資 利益剰余金 

・１株当たり配当額 ６円 

・基準日 平成25年３月31日 

・効力発生日 平成25年６月28日 

 (3) 当連結会計年度の末日における新株予約権に関する事項 

 新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く｡）の目的となる株式の種類及び

数 

普通株式 400,000株

 

４．金融商品に関する注記 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1)金融商品に対する取組方針 

 当社グループは、運転資金及び設備投資資金等の資金需要に対して、金融機関からの借入及び

資本市場からの調達（コマーシャル・ペーパー、社債等）を行い、必要資金を確保することとし

ております。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用しております。デリバティブは、後述

するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。 

 

(2)金融商品の内容及びそのリスク 

 営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、外貨建

ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されております。外貨建て営業債権の為替変動リスクに

関しては、外貨建て債権の一部について先物為替予約等を利用してヘッジを行っております。投

資有価証券は、主に取引上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されて

おります。営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。また、その

一部には、原料等の輸入に伴う外貨建て或いは外貨連動のものがあり、為替の変動リスクに晒さ

れていますが、基本的に同じ外貨建ての売掛金残高の範囲内にあります。長期借入金及び社債は、

主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、最終返済期日又は償還日は決算日後、

最長で５年であります。借入金及び社債は、金利変動によるキャッシュ・フロー変動リスク及び

時価変動リスクに晒されておりますが、借入金についてはデリバティブ取引（金利スワップ取

引）を利用してヘッジを行っております。デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る

為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした先物為替予約取引等、借入金に係る金利変動

によるキャッシュ・フロー変動リスク等に対するヘッジ取引を目的としたスワップ取引でありま

す。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方
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法等については、前述の「会計処理基準に関する事項」に記載されている「重要なヘッジ会計の

方法」をご覧下さい。 

 

(3)金融商品に係るリスク管理体制 

 ① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

 当社は、与信管理規程に従い、営業債権について、取引先毎に与信限度額を設定の上、定期的

に当該与信限度額と実際の債権残高とのチェックを行うとともに、必要に応じて取引先の信用状

況を適宜把握する体制とし、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っており

ます。連結子会社についても、当社与信管理規程に準じて、同様の管理を行っております。デリ

バティブ取引の利用にあたっては、カウンターパーティーリスクを軽減するために、信用度の高

い金融機関とのみ取引を行っております。当期の連結決算日現在における最大信用リスク額は、

信用リスクに晒される金融資産の貸借対照表価額により表わされています。 

 

 ② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

 当社グループは、外貨建ての営業債権債務について、通貨別月別に把握された為替の変動リス

クに対して、原則として先物為替予約等を利用してヘッジしております。なお、為替相場の状況

により、半年を限度として、輸出入に係る予定取引により確実に発生すると見込まれる外貨建て

営業債権債務に対する先物為替予約等を行っております。また、当社グループは、借入金に係る

金利変動によるキャッシュ・フロー変動リスク等を抑制するために、金利スワップ取引を利用し

ております。投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把

握し、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。当社グループは、

デリバティブ取引に関する権限および取引限度額を定めた社内管理規程があり、これに基づいて

デリバティブ取引を行っております。デリバティブ取引は主として財務部門が実施しており、取

引結果をその都度経理部門に報告しております。経理部門は定期的にデリバティブ取引の契約残

高等の取引状況を確認しております。 

 

 ③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

 当社グループは、各部署からの報告に基づき財務部門が適時に資金繰計画を作成・更新し、流

動性リスクを管理しています。また、当社では取引金融機関と貸出コミットメント契約を締結す

ることなどにより、流動性リスクを管理しております。 

 

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定さ

れた価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異な

る前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

 平成25年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません 

((注）２．参照)。 
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   連結貸借対照表

計上額（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円） 

(1) 現 金 及 び 預 金 12,216 12,216 － 

(2) 受 取 手 形 及 び 売 掛 金 69,299 69,299 － 

(3) 未 収 入 金 31,916 31,916 － 

(4) 投 資 有 価 証 券 49,214 49,214 － 

資 産 計 162,645 162,645 － 

(1) 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 73,953 73,953 － 

(2) 短 期 借 入 金 (*1) 15,548 15,548 － 

(3) コマーシャル・ペーパー 7,000 7,000 － 

(4)  1 年 内 償 還 予 定 の 社 債 10,000 10,017 17 

(5) 未 払 法 人 税 等 3,923 3,923 － 

(6) 長 期 借 入 金 (*1) 33,935 33,950 14 

負 債 計 144,361 144,392 31 

デ リ バ テ ィ ブ 取 引 (*2)  

①ヘッジ会計が適用されていないもの 9 9 － 

②ヘッジ会計が適用されているもの 0 0 － 

デ リ バ テ ィ ブ 取 引 計 9 9 － 

(*1)1年以内に返済予定の長期借入金は(6)長期借入金に含めて記載しております。 

(*2)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。 

 

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

資 産 

(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金、(3)未収入金 

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿

価額によっております。 

(4)投資有価証券 

 投資有価証券は全て株式であり、時価については取引所の価格によっております。 

 

負 債 

(1)支払手形及び買掛金、(2)短期借入金、(3)コマーシャル・ペーパー、(5)未払法人税等 

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿

価額によっております。 

(4) 1年内償還予定の社債 

 市場価格に基づいております。 

(6)長期借入金 

 長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態は

実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿

価額によっております。固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した当該長期借入金の元利金

の合計額(*)を、同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定してお

ります。 

(*)金利スワップの特例処理の対象とされた長期借入金については、その金利スワップのレートによ

る元利金の合計額 
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デリバティブ取引 

 取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。為替予約の振当処理及び金利

スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象と一体として処理されているため、その時価は、当該

ヘッジ対象の時価に含めて記載しております。 

 

（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

区 分 連結貸借対照表計上額（百万円）

非 上 場 株 式 2,569

転換社債型新株予約権付社債 188

 これらについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ること等ができず、時価

を把握することが極めて困難と認められることから、｢(4）投資有価証券」には含めておりません。 

 

５．１株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額 685円64銭

(2) １株当たり当期純利益 63円81銭

 

６．重要な後発事象に関する注記 

（株式交換による完全子会社化） 

 当社と当社の連結子会社である株式会社トウペ（以下「トウペ社」という。）は、平成 25 年５月

９日開催の両社の取締役会において、当社がトウペ社を完全子会社化するための株式交換（以下「本

株式交換」という。）を行うことを決議し、同日付で株式交換契約を締結いたしました。 

 本株式交換については、平成 25 年６月 25 日に開催予定のトウペ社の定時株主総会において承認を

受けたうえ、平成 25 年８月１日を本株式交換の効力発生日とする予定です。また、当社においては

会社法第 796 条第３項の規定に基づき、簡易株式交換の手続きにより株主総会の承認を受けずに本株

式交換を行う予定です。 

 なお、トウペ社株式は、本株式交換の効力発生日（平成 25 年８月１日（予定））に先立ち、株式

会社東京証券取引所において平成 25 年７月 29 日付で上場廃止（最終売買日は平成 25 年７月 26 日）

となる予定です。 

注）株式会社東京証券取引所と株式会社大阪証券取引所は、平成 25 年７月 16 日付で、東京証券取引

所に現物市場を統合する予定である旨を、同年 1月 30 日に発表しています。 

 

１ 企業結合の概要 

（１）結合当事企業の名称及び事業の内容 

 名称 事業の内容 

株式交換 

完全親会社 
日本ゼオン株式会社（当社） 

合成ゴム等の化学工業製品の製造、加工

及び売買 他 

株式交換 

完全子会社 
株式会社トウペ 

塗料・化成品の製造及び販売、塗料の工

事施工等関連業務 

（２）企業結合日 

 平成 25 年８月１日（予定） 

（３）企業結合の法的形式 

 当社を完全親会社とし、トウペ社を完全子会社とする株式交換 

 - 9 -



 

（４）本株式交換の目的 

 当社のエラストマー素材事業をトウペ社の化成品事業と一体となって事業展開するに際しては、当

社及びトウペ社の間の密接な連携が必要となり、トウペ社を当社の完全子会社とし、短期的な業績変

動に過度に捉われず、中長期的な視点に立ち、トウペ社が上場会社であることに伴う各種の制約に捉

われることなく、当社グループの一員として、当社と一体になって事業展開を行っていくことが、最

も有効かつ適切であると考えました。 

 

２ 実施する会計処理の概要 

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第 21 号 平成 20 年 12 月 26 日）及び「企業結合会

計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 10 号 平成 20 年 12

月 26 日）に基づき、共通支配下の取引等として会計処理を行う予定です。 

 

３  子会社株式の追加取得に関する事項 

（１）株式の種類及び交換比率並びに交付予定の株式数 

 当社 

（株式交換完全親会社） 

トウペ社 

（株式交換完全子会社） 

株式交換比率 1 0.1236 

本株式交換により 

交付する株式数 
普通株式 440,816 株（予定） 

ただし、当社が保有するトウペ社株式 27,243,900 株については、本株式交換による株式の割当ては

行いません。なお、交付する株式は保有する自己株式を充当する予定です。 

 

（２）株式交換比率の算定方法 

本株式交換の株式交換比率の公正性・妥当性を確保するため、それぞれ別個に、独立した第三者算

定機関に株式交換比率の算定を依頼することとし、当社はみずほ証券株式会社を、トウペ社は野村證

券株式会社を、それぞれの第三者算定機関として選定いたしました。 

両社は、それぞれ第三者算定機関から提出を受けた株式交換比率の算定結果を参考に慎重に検討し、

また、公開買付けの際の諸条件及び結果並びに当社株式の市場株価水準その他の諸要因を勘案した上

で、トウペ社株式の評価については、公開買付けの際における公開買付価格と同一の価格を用いて両

社間で交渉・協議を重ねてまいりました。その結果、両社は、トウペ社株式の評価について公開買付

けにおける公開買付価格と同一の価格を用いた本株式交換比率は妥当であり、それぞれの株主の利益

を損ねるものではないとの判断に至ったため、本株式交換を行うことについて、平成 25 年５月９日

に開催された両社の取締役会において承認の上、同日両社間で株式交換契約を締結いたしました。 
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個別注記表 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 (1) 資産の評価基準及び評価方法 

  ① 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法 

    その他有価証券 

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

定） 

時価のないもの 移動平均法による原価法 

  ② たな卸資産 

商品、製品、仕掛品、主要原材料 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定） 

その他の原材料、貯蔵品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法により算定） 

 (2) 固定資産の減価償却の方法 

  ① 有形固定資産（リース資産を除く） 

    定率法（ただし、建物は定額法）を採用しております。 

  ② 無形固定資産 

 定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 

  ③ リース資産 

   所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日

以前の取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

  ② 賞与引当金 

    従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上しております。 

  ③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

当期末において発生していると認められる額を計上しております。 

過去勤務債務の処理方法 定額法（従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（13

年)） 

数理計算上の差異の処理方法 定額法（従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（13

年)）で翌期から処理 
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  ④ 修繕引当金 

  製造設備の定期修繕に要する支出に備えるため、発生費用見込額を期間に応じて配分し、当期

に対応する額を計上しております。 

    ⑤ 環境対策引当金 

 将来の環境対策に要する支出（ポリ塩化ビフェニル廃棄物の処理費用等）のうち、当期末にお

いて発生していると認められる金額を計上しております。 

 (4) 消費税等の会計処理 

   消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 

(5) 会計方針の変更等 

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更） 

当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定

資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。 

これにより、従来の方法に比べて、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益は

それぞれ741百万円増加しております。 

 

２．貸借対照表に関する注記 

 (1) 担保に供している資産及びこれに対する債務 

  投資有価証券のうち、46百万円は水島エコワークス株式会社の銀行取引に係る債務6,907百万円

の担保に供しております。 

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 234,054百万円

 (3) 圧縮記帳 

 有形固定資産及び無形固定資産の取得価額から国庫補助金による圧縮記帳累計額2,350百万円を

控除しております。 

 (4) 偶発債務 

    (借入金等に対する債務保証） 

㈱トウペ 1,038百万円

 ゼオンノース㈱ 40百万円

 瑞翁化工（広州）有限公司 6百万円

 ㈱ＴＦＣ 1,100百万円

 ゼオン・ケミカルズ・シンガポール社 2,726百万円

 従業員（住宅資金他） 170百万円

    計 5,080百万円
 

 (5) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。 

① 短期金銭債権 34,707百万円

② 短期金銭債務 17,911百万円

③ 長期金銭債権 849百万円
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３．損益計算書に関する注記 

  関係会社との取引高 

① 売上高 70,530百万円

② 仕入高等 23,010百万円

③ 営業取引以外の取引高 2,491百万円

 

４．株主資本等変動計算書に関する注記 

  自己株式の数に関する事項 
 

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数 

普 通 株 式 10,906千株 7千株 0千株 10,913千株 

 

５．税効果会計に関する注記 

  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産  

  たな卸資産 855百万円

    減損損失 732百万円

  投資有価証券 578百万円

  関係会社株式 326百万円

  未払事業税 287百万円

  賞与引当金 465百万円

  修繕引当金 424百万円

  退職給付引当金 2,387百万円

  環境対策引当金 253百万円

    資産除去債務 249百万円

  その他 484百万円

 繰延税金資産小計 7,040百万円

  評価性引当額 △1,758百万円

 繰延税金資産合計 5,282百万円

  

繰延税金負債  

  固定資産圧縮積立金 △398百万円

  その他有価証券評価差額金 △8,430百万円

  その他 △38百万円

 繰延税金負債合計 △8,866百万円

繰延税金資産（負債）の純額 △3,584百万円

 

６．リースにより使用する固定資産に関する注記 

 貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機及びその周辺機器等については、所有権移転外

ファイナンス・リース契約により使用しております。 
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７．関連当事者との取引に関する注記 

 (1) 役員及び個人主要株主等 

属性 会社等の名称 

議決権等 
の所有 
(被所有) 
割合 

事業の内容 
又は職業 

関連当事者 
との関係 

取引の内容
取引金額
(百万円)

科 目 
期末残高 
(百万円) 

役員が代
表権を有
している
会社等 

横浜ゴム㈱ 
(被所有) 
10.2％ 

 
(1)各種タイヤ、チューブの

製造・販売 

(2)工業用ゴム製品、その他

各種ゴム製品の製造販売

(3)合成樹脂製品、その他化

学製品の製造販売 

当社製品の販売
ゴ ム 製 品
等 の 販 売 
(注１) 

17,224 売掛金 9,788 

取引条件及び取引条件の決定方針等 
(注１) 当社と関連を有しない他の事業者と同様の条件によっています。取引条件的に劣ることは

ありません。 
(注２) 横浜ゴム㈱につきましては、当社監査役の南雲忠信氏が代表取締役会長兼CEOであります。

なお、横浜ゴム㈱は、平成24年11月13日付で当社株式を追加取得したことにより、被所有
割合が10%以上を有する主要株主となっております。 

(注３) 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

 

 

 (2) 子会社及び関連会社等 
 

属性 会社等の名称 

議決権等 
の所有 
(被所有) 
割合 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 
取引金額
(百万円)

科 目 
期末残高 
(百万円) 

子会社 東京材料㈱ 
(所有) 
直接41.2％ 
間接34.1％ 

当社製品の販売 
原材料の仕入 

ゴム製品等の販売 (注１) 40,416 売掛金 11,506 

ファクタリング取引 (注２) 19,032 未払金 6,973 

資金の貸付（注３） 133,244 貸付金 4,618 

貸付金の回収（注３） 133,127 ─ ─ 

子会社 
ゼオンエフアンド
ビー㈱ 

(所有) 
直接100.0％ 

当社の資金の運用
役員の兼任 

利息の受取（注３） 34 ─ ─ 

子会社 ㈱トウペ 
(所有) 

直接89.2％ 
資金の貸付 

資金の貸付（注３） 
 
利息の受取（注３） 

4,000

0

貸付金 
 

未収入金 

4,000  
 

      0  

子会社 
ゼオン・ケミカル
ズ・リミテッド・
パートナーシップ 

(所有) 
直接 ― 
間接100.0％ 

当社製品の販売 ゴム製品等の販売 (注１) 10,111 売掛金 3,537 

子会社 
ゼオン・ヨーロッ
パ社 

(所有) 
直接100.0％ 

当社製品の販売 ゴム製品等の販売 (注１) 8,838 売掛金 3,899 

 取引条件及び取引条件の決定方針等 
(注１) 価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案した価格交渉の上、決定しております。 
(注２) 当社の営業債務に関して、当社、取引先、ゼオンエフアンドビー㈱の三社間で基本契約を

締結し、ファクタリング方式による決済を行っております。 
(注３) 市場金利等を参考に決定しております。 
(注４) 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 
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８．１株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額 595円19銭

(2) １株当たり当期純利益 49円97銭

 

９．重要な後発事象に関する注記 

（株式交換による完全子会社化） 

当社と当社の連結子会社である株式会社トウペ（以下「トウペ社」という。）は、平成25年５月

９日開催の両社の取締役会において、当社がトウペ社を完全子会社化するための株式交換を行うこと

を決議し、同日付で株式交換契約を締結いたしました。 

なお、概要等については連結注記表の「６．重要な後発事象に関する注記」に記載のとおりです。 
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